
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

論文要旨 

 
分散型再生可能エネルギーなどの発電形態の変化によるユーザーの行動変化の結果、世界のエ

ネルギーグリッドはトポロジカルな変貌を遂げている。2050 年カーボンニュートラルを達成する

ためにエネルギーグリッドを脱炭素化する中で、電力システムでは、太陽光や風力発電などの分

散型電源の大量導入や、さまざまな電力市場の開設、需要形態の変化、VPP 事業を展開するアグ

リゲータ等、グリッドトポロジにおいて大変革が起きている。 
このユーザー行動と発電形態の変化がエネルギー管理システム (EMS) に及ぼす影響は、ピア

ツーピア（P2P）販売や小規模分散型エネルギーグリッドなど、情報システムにおけるユーザー

対話量の増加によるものである。EMS に対する従来の集中型アプローチでは、通信量とシステ

ムの複雑さの急激な増大に対処するには非効率であり、AI ベースのエネルギー制御手法とスマ

ートメータなどの計測機器が次々に開発され、需要家ノードへ展開されることにより、EMS は

ハイブリッド分散階層システムへと発展してきた。 
しかし、従来型発電に比べて分散型再生可能エネルギーの比率が高まるにつれ、管理の複雑さ

や通信量が増大し、制御手法の研究も AI の協調化に向けて進んだ結果、通信量はさらに増加し

ている。需要家ノードに対するパフォーマンス要件も高度化し、EMS トポロジはハイブリッド

分散階層型から分散型システムへと再び進化してきており、ブロックチェーンが将来の分散型エ

ネルギーグリッドの基礎となるインフラを形成する可能性について多くの関心が集まっている。 
本論文ではまず、分散型エネルギーグリッドの要件が提案されている分散型エネルギーグリッ

ドを調査し、分散型エネルギーグリッドへの適合性についてさまざまなブロックチェーンを評価

した。次に電力システムへの適用要件を満たすために、レジリエンス、セキュリティ、プライバ

シー、柔軟性、さらにスループットとスケーラビリティを考慮して Ethereum 2.0 を選定し、そ

のアルゴリズムの高速化と信頼性向上のための研究を行った。 
初期段階での検討では、Ethereum 2.0 で利用されるクロスシャード通信方式であるロールア

ップのスループットは、エネルギーグリッドの要件を満たすために大幅に向上出来る可能性があ
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ることに着目した。この課題が解決されれば、EMS の分散型エネルギーグリッドの基盤システ

ムとして展開できるようになる。そこで本研究では、通信量やその手順を大幅に改善するための

3 つのアプローチを提案した。 
 

アプローチ 1  効率的なデータ構造によるメッセージサイズの削減  
Ethereum 2.0 での仕様データ構造を分析し、特にツリーとメッセージの構造とレイアウトに

関して複数の効率改善の可能性があることを明らかにした。これらをより効率的なデータ構造に

改良することで、ブロックに収容できるクロスシャードトランザクション(TX)数の増加が可能と

なる。これらの効率的なデータ構造により、使用する実装アプローチによるが、TX サイズを 65% 
から最大 97.6% 削減でき、通信パフォーマンスを 2 倍以上向上させることを実現した。 

 
アプローチ 2  ロールアップの集約証明認証の計算コストの削減 

Ethereum 2.0 で提案されている最先端のペアリングチェックには、2 つのペアリング、3 つの

べき乗 (Exp)、3 つの乗算 (Mul)、および 1 つの加算 (Add) が含まれており、n 個の集約され

た Kate-Zaverucha-Goldberg 多項式約定(KZG)のためにセキュリティ因子を S 回実行する必要

がある。この手順において提案法では、検証者と証明者の両方に対して、計算時間を大幅に改善

した。計算回数の削減を以下に示す。 
1) 検証者の場合：ペアリングチェック２回、Exp なし、Mul 1 回、Add 1 回 
2) 証明者の場合：ペアリングチェック 1 回、Exp なし、Mul 4 回、Add 1 回。 
 

アプローチ 3  Ethereum 2.0 と比較したロールアップの証明集計の計算コスト削減 
現行の集計方法では 指数オーダーの計算が発生しコスト高となるため、IoT スマートメータ 

(SM) などの IoT デバイスへの共有ブロックチェーンの展開が難しくなる。この問題を解決する

ために、並列計算化を実装し O(ℓ)の計算時間となる代替集計法を提案した。しかし、初期配列を

作成するために必要な加算計算コストや、配列計算に必要な冗長な加算数など、複数の問題が発

生した。その解決法として、必要なすべての加算を並列化して O(n) 時間で計算する手法と、計

算ステップを減らすための手法を新たに提案し、63.99% のパフォーマンス向上を得ている。 
提案法では、n 個の加算を処理するために利用できる n/2 個のノードがある場合、計算コスト

を O(log2n + (log2 n) ∗ c) に改善することが可能となった。 
 
最後に、すべての提案を一括して電力システムを対象としたブロックチェーンに適用し数値シ

ミュレーションを行った。その結果、 i) データサイズの削減、ii) 検証コストの削減、および iii) 
集計コストの削減が達成され、非常に有用な結果が得られた。 

提案法の適用において、KZG を使用する KZG ロールアップへの切り替えには、データサイズ

が TX あたり 34 バイトから 37 バイトに大幅に増加するという望ましくない影響が生じる。た

だし、このデータサイズの増加は、検証と集計の低コスト化によって軽減され、KZG ロールア

ップのバイトあたりのガスコストを 68 ガス/バイトの削減できるため、悲観的に見たロールアッ

プと KZG ロールアップの間でブロックあたりのロールアップのパフォーマンスを同等に維持

できる。このガスコストの安さは、KZG の使用を制限する最後の大きなボトルネックである SM 
などの IoT デバイスの KZG ロールアップにおける ii) および iii) の改善の直接の結果である。 

 
 
 
 
 
 



           審査結果の要旨 
 

本論文は，2050 年カーボンニュートラルを目指してトポロジカルな大変革が続いている電力シス

テムに対して、ブロックチェーン技術を取り入れた P2P（Peer to Peer）販売などの新たな需要形

態に対する，システム構成の効率化と電力取引の高速化に関する課題解決について研究したもので

あり，以下の成果を得ている。 

（１）効率的なデータ構造によるメッセージ サイズの削減 
Ethereum 2.0 での仕様データ構造を分析し、特にツリーとメッセージの構造とレイ

アウトに関して複数の効率改善の可能性があることを明らかにした。これらをより効率

的なデータ構造に改良することで、ブロックに収容できるクロスシャードトランザクシ

ョン(TX)数の増加が可能となる。これらの効率的なデータ構造により、使用する実装ア

プローチによるが、TX サイズを 65% から最大 97.6% 削減でき、最終的に、通信パフ

ォーマンスを 2 倍以上向上させることを実現した。 
（２）ロールアップの認証計算コストの削減 

Ethereum 2.0 で提案されているペアリングチェックには、2 つのペアリング、3 つのべき

乗、 3 つの乗算、お よび  1 つの加算が 含まれており、 n 個の集約された

Kate-Zaverucha-Goldberg 多項式約定のためにセキュリティ因子を S 回実行する必要がある。

ロールアップの集約証明認定の計算コストを削減する本提案法では、検証者と証明者の両方に

対して、計算時間を大幅に改善することを確認した。 
（３）ロールアップの証明集計コストの削減 

現行の集計方法では指数オーダーの計算が発生しコスト高であるため、IoT スマートメータ

などへの共有ブロックチェーンの展開が難しくなる。この問題を解決するために、並列化計算

を実装し O(ℓ)の計算時間となる代替集計法を提案した。しかし、初期配列作成に必要な加算

計算コストや、配列計算に必要な冗長な加算数などの問題が発生したため、必要な全ての加算

を並列化して計算し、計算ステップを減らすための手法を新たに提案し、パフォーマンスが

63.99% 向上していることを確認した。 
 
以上の諸成果は，ブロックチェーン技術に基づく P2P システムを実現していくうえで有用な検討

結果であり，これからの新エネルギーとの共存，新形態グリッドの登場という新たなフェーズに対

して，電力システムのトポロジィ形成に貢献するところ大である。また，申請者が自立して研究活

動を行うのに必要な能力と学識を有することを証したものである。学位論文審査委員会は、本論

文の審査および最終試験の結果から、博士（工学）の学位を授与することを適当と認める。 
 
 


